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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第55期の１株当たり配当額45円は、東証第一部上場記念配当５円を含んでおります。 

５ 第56期の１株当たり配当額50円は、設立55周年記念配当５円を含んでおります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 43,158 46,802 45,389 89,659 93,950

経常利益 (百万円) 2,613 2,800 2,959 5,383 5,820

中間(当期)純利益 (百万円) 1,544 1,674 1,742 3,144 3,514

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) 17 ― ― 17 ―

資本金 (百万円) 5,368 5,368 5,368 5,368 5,368

発行済株式総数 (株) 15,943,000 15,943,000 15,943,000 15,943,000 15,943,000

純資産額 (百万円) 41,875 46,738 48,805 46,538 48,461

総資産額 (百万円) 55,370 59,291 60,155 62,151 61,728

１株当たり純資産額 (円) 2,699.85 2,932.11 3,069.61 2,916.12 3,040.21

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 99.60 105.05 109.37 198.32 220.49

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 45.00 50.00

自己資本比率 (％) 75.6 78.8 81.1 74.9 78.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,250 244 2,125 2,877 2,750

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △933 △1,256 △1,099 △2,128 △2,331

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △619 △716 △907 1,136 △717

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 13,264 13,722 15,267 15,450 15,152

従業員数 (人) 660 706 731 650 679



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から社外への出向者を除いております。 

    ２ 臨時従業員数（嘱託及びパートタイマーを含み派遣社員を除く。）は、従業員数の100分の10未満のため記

載しておりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社では、労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に推移しております。 

  

従業員数 731人



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加や雇用環境の改善により、

緩やかな回復基調で推移いたしました。 

当社を取り巻く機械器具関連業界におきましては、海外経済の拡大を受け、造船、工作機械、建設機

械など堅調に推移いたしました。一方、国内での設備投資が海外に関連する大企業中心となり、地域・

企業間格差が拡がり業界全体では伸び悩みの傾向が見られました。 

このような状況の下で、当社におきましては、中期計画として2010年に向けてのビジョン「専門商社

機能に軸足を置きながら専門総合商社への展開を図ることにより、業界ナンバーワンの地位を維持・確

保する」を基本方針として、多様化する顧客・市場の要求や変化に対応できる提供価値を創造するため

出来るところから取り組んでおります。 

営業面におきましては、新規取扱商品の拡大、加工センターの充実、環境エンジニアリング事業の強

化を図り、ユーザーニーズに応えるとともに、市場への浸透に注力いたしました。一方、お取引先の業

務効率の向上を図り、支援するため「ACCESSDB」「PROCUEbyNET」の利便性を向上させ、その利用を前

期に続き推進してまいりました。 

人材育成面におきましては、新人事制度が有効に機能するために、管理職研修を重要な研修と位置づ

け、目的と重要性を明確にし、管理職教育の充実を図ってまいりました。 

設備面におきましては、平成19年９月に手狭となっておりました岡崎営業所を新築いたしました。手

狭となり老朽化した設備の近代化は、業務効率を高めるとともに社員の職場環境を見直すことによりモ

ラルの高揚に貢献すると考え、継続して展開しております。新基幹システムの構築につきましては、既

存の業務改善はもちろん、継続的な業務の見直しを実行するために複数のプロジェクトを立ち上げ、下

期から段階的な本格稼動を目指して取り組んでおります。 

平成19年８月24日の取締役会において、株主価値向上のため、自己株式の市場買付けを決議（取得す

る株式の総数30万株、株式の取得価額の総額10億円、いずれも上限）し、平成20年２月29日を期限とし

実施中であります。 

この結果、当中間会計期間におきましては、売上高453億８千９百万円（前年同期比3.0％減）、営業

利益27億１千４百万円（前年同期比3.4％増）、経常利益29億５千９百万円（前年同期比5.7％増）、中

間純利益17億４千２百万円（前年同期比4.1％増）と減収増益となりました。 

商品別の売上高は次のとおりであります。 

動力伝導機器分野では、海外での設備投資が増加する一方、国内での設備投資が伸び悩み、総じて低

調に推移いたしました。とりわけ当社の主力の取扱商品である伝導用品、軸受が大きく落ち込みまし

た。その結果、売上高200億６千５百万円（前年同期比4.8％減）となりました。 

産業機器分野では、生産設備のカイゼン、省スペースのためのセル生産方式の導入や自動化の見直し

などにより前期に引き続き伸び悩みましたが、立体自動倉庫、マテハン機器は、小規模ながら伸長いた

しました。その結果、売上高95億９千５百万円（前年同期比5.2％減）となりました。 

制御機器分野では、当社が最も注力している取扱商品であり、設備の高度化、省力化のニーズは高

く、アクチュエータ、センサ、器具、計測、エンコーダなどは大きく伸長いたしましたが、油圧機器、

空圧機器は伸び悩みました。その結果、売上高157億２千８百万円（前年同期比0.8％増）となりまし

た。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ

１億１千５百万円増加し152億６千７百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、21億２千５百万円（前年同期において得られた資金２億４千４百万

円）となりました。これは主に、仕入債務の減少による影響で資金支出が前年同期比９億６千２百万円

減少したことと、たな卸資産の減少による影響で資金支出が前年同期比４億３千６百万円減少したこと

によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、10億９千９百万円（前年同期において使用した資金12億５千６百万

円）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が前年同期比２億７百万円減少したこ

とによるものであります。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、９億７百万円（前年同期において使用した資金７億１千６百万円）

となりました。これは主に、自己株式の取得による支出が前年同期比１億１千１百万円増加したことに

よるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間会計期間における商品区分別の販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績に対する輸出高の割合は、100分の10未満であります。 

３ 総販売実績に対し、100分の10以上に該当する主要な販売先はありません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間における商品区分別の仕入実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、提出会社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

商品区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

動力伝導機器 20,065 △4.8

産業機器 9,595 △5.2

制御機器 15,728 0.8

合計 45,389 △3.0

商品区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

動力伝導機器 16,674 △7.2

産業機器 8,263 △6.2

制御機器 13,830 0.6

合計 38,769 △4.3



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(１) 重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。 

(２) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであ

ります。 

 
（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(３) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名
設備の内容 投資額(百万円) 完了年月

（所在地）

岡崎営業所
営業所社屋 72 平成19年９月

（愛知県岡崎市）



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,000,000

計 63,000,000

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成19年12月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,943,000 15,943,000
東京証券取引所
市場第一部

―

計 15,943,000 15,943,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 15,943 ― 5,368 ― 6,283



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式32株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

西 木 利 彦 奈良県奈良市 1,402 8.79

日伝共栄会 大阪府東大阪市本庄西２－３－27 1,209 7.58

西 木   進 奈良県奈良市 743 4.66

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 600 3.76

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 541 3.39

有限会社ニシキ興産 奈良県奈良市鳥見町１－３－２ 523 3.28

日伝従業員持株会 大阪府東大阪市本庄西２－３－27 479 3.00

日伝仕入先持株会 大阪府東大阪市本庄西２－３－27 454 2.84

西 木 利 博 兵庫県西宮市 386 2.42

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 335 2.10

計 ― 6,675 41.87

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 43,300

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,896,000
158,960 ―

単元未満株式
普通株式

3,700
― ―

発行済株式総数 15,943,000 ― ―

総株主の議決権 ― 158,960 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社日伝

大阪府東大阪市本庄西 
２－３－27

43,300 ― 43,300 0.27

計 ― 43,300 ― 43,300 0.27



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,870 2,890 2,910 2,925 2,800 2,850

最低(円) 2,650 2,645 2,685 2,700 2,410 2,695



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項

により、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理

的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであり、会社間項

目消去後の数値により算出しております。 

 
  

資産基準 0.4％

売上高基準 0.3％

利益基準 1.0％

利益剰余金基準 0.3％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 13,865 15,454 15,328

 ２ 受取手形 ※１ 10,901 9,602 10,319

 ３ 売掛金 11,265 10,738 11,623

 ４ たな卸資産 4,345 4,397 4,416

 ５ その他 673 876 1,029

   貸倒引当金 △32 △12 △26

   流動資産合計 41,018 69.2 41,057 68.3 42,692 69.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※２

  (1) 建物 ※３ 2,362 2,492 2,526

  (2) 土地 ※３ 4,633 4,576 4,590

  (3) その他 485 796 572

   有形固定資産合計 7,481 7,865 7,689

 ２ 無形固定資産 184 577 376

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※３ 6,903 6,026 6,640

  (2) 長期性預金 3,100 3,900 3,600

  (3) その他 614 735 728

    貸倒引当金 △10 △6 △0

   投資その他の資産合計 10,607 10,654 10,969

   固定資産合計 18,273 30.8 19,097 31.7 19,036 30.8

   資産合計 59,291 100.0 60,155 100.0 61,728 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※１ 675 643 656

 ２ 買掛金 ※３ 7,531 6,688 7,783

 ３ 未払法人税等 1,172 1,130 1,392

 ４ 賞与引当金 732 672 829

 ５ その他 ※５ 556 633 711

   流動負債合計 10,668 18.0 9,767 16.3 11,372 18.4

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 385 376 364

 ２ 役員退職慰労引当金 246 252 260

 ３ その他 1,252 953 1,269

   固定負債合計 1,884 3.2 1,582 2.6 1,894 3.1

   負債合計 12,553 21.2 11,349 18.9 13,266 21.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,368 9.0 5,368 8.9 5,368 8.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 6,283 6,283 6,283

  (2) その他資本剰余金 1,000 1,000 1,000

   資本剰余金合計 7,283 12.3 7,283 12.1 7,283 11.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 587 587 587

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 149 171 172

    別途積立金 26,000 29,000 26,000

    繰越利益剰余金 5,480 5,227 7,281

   利益剰余金合計 32,216 54.3 34,985 58.2 34,040 55.1

 ４ 自己株式 △4 △0.0 △116 △0.2 △5 △0.0

   株主資本合計 44,862 75.6 47,520 79.0 46,686 75.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

1,876 3.2 1,284 2.1 1,775 2.9

 ２ 繰延ヘッジ損益 0 0.0 ― ─ ─ ─

   評価・換算差額等合計 1,876 3.2 1,284 2.1 1,775 2.9

   純資産合計 46,738 78.8 48,805 81.1 48,461 78.5

   負債純資産合計 59,291 100.0 60,155 100.0 61,728 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 46,802 100.0 45,389 100.0 93,950 100.0

Ⅱ 売上原価 40,097 85.7 38,786 85.5 80,299 85.5

   売上総利益 6,705 14.3 6,602 14.5 13,650 14.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,081 8.7 3,888 8.5 8,198 8.7

   営業利益 2,623 5.6 2,714 6.0 5,451 5.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 292 0.6 374 0.8 608 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２ 116 0.2 128 0.3 239 0.3

   経常利益 2,800 6.0 2,959 6.5 5,820 6.2

Ⅵ 特別利益 ※３ 79 0.2 11 0.0 256 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４ 36 0.1 9 0.0 46 0.1

   税引前中間(当期)純利益 2,843 6.1 2,962 6.5 6,030 6.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,122 1,088 2,520

   法人税等調整額 46 1,168 2.5 131 1,219 2.7 △3 2,516 2.7

   中間(当期)純利益 1,674 3.6 1,742 3.8 3,514 3.7



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,368 6,283 1,000 7,283

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し(注)

 固定資産圧縮積立金の取崩し

 別途積立金の積立て(注)

 剰余金の配当(注)

 役員賞与(注)

 中間純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 5,368 6,283 1,000 7,283

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 587 149 24,000 6,577 31,314 △4 43,960

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し(注) △0 0 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩し △0 0 ― ―

 別途積立金の積立て(注) 2,000 △2,000 ― ―

 剰余金の配当(注) △717 △717 △717

 役員賞与(注) △55 △55 △55

 中間純利益 1,674 1,674 1,674

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― △0 2,000 △1,097 902 △0 902

平成18年９月30日残高(百万円) 587 149 26,000 5,480 32,216 △4 44,862

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,578 ― 2,578 46,538

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し(注) ―

 固定資産圧縮積立金の取崩し ―

 別途積立金の積立て(注) ―

 剰余金の配当(注) △717

 役員賞与(注) △55

 中間純利益 1,674

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△702 0 △702 △702

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △702 0 △702 199

平成18年９月30日残高(百万円) 1,876 0 1,876 46,738

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 5,368 6,283 1,000 7,283

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し

 別途積立金の積立て

 剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― ― ―

平成19年９月30日残高(百万円) 5,368 6,283 1,000 7,283

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 587 172 26,000 7,281 34,040 △5 46,686

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し △0 0 ─ ─

 別途積立金の積立て 3,000 △3,000 ─ ─

 剰余金の配当 △797 △797 △797

 中間純利益 1,742 1,742 1,742

 自己株式の取得 △111 △111

 株主資本以外の項目の中間  
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― △0 3,000 △2,054 945 △111 834

平成19年９月30日残高(百万円) 587 171 29,000 5,227 34,985 △116 47,520

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,775 1,775 48,461

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し ─

 別途積立金の積立て ─

 剰余金の配当 △797

 中間純利益 1,742

 自己株式の取得 △111

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△490 △490 △490

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △490 △490 344

平成19年９月30日残高(百万円) 1,284 1,284 48,805



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

   

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,368 6,283 1,000 7,283

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し(注)

 固定資産圧縮積立金の取崩し

 固定資産圧縮積立金の積立て

 別途積立金の積立て(注)

 剰余金の配当(注)

 役員賞与(注)

 当期純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ―

平成19年３月31日残高(百万円) 5,368 6,283 1,000 7,283

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 587 149 24,000 6,577 31,314 △4 43,960

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し(注) △0 0 ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩し △0 0 ― ―

 固定資産圧縮積立金の積立て 23 △39 △15 △15

 別途積立金の積立て(注) 2,000 △2,000 ― ―

 剰余金の配当(注) △717 △717 △717

 役員賞与(注) △55 △55 △55

 当期純利益 3,514 3,514 3,514

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の  
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 22 2,000 703 2,726 △0 2,725

平成19年３月31日残高(百万円) 587 172 26,000 7,281 34,040 △5 46,686

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,578 2,578 46,538

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩し(注) ―

 固定資産圧縮積立金の取崩し ―

 固定資産圧縮積立金の積立て △15

 別途積立金の積立て(注) ―

 剰余金の配当(注) △717

 役員賞与(注) △55

 当期純利益 3,514

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△803 △803 △803

事業年度中の変動額合計(百万円) △803 △803 1,922

平成19年３月31日残高(百万円) 1,775 1,775 48,461

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 2,843 2,962 6,030

 ２ 減価償却費 170 168 354

 ３ 投資有価証券売却益 ─ △4 △111

 ４ 貸倒引当金の増加額 
   又は減少額(△)

△80 △6 △96

 ５ 賞与引当金の増加額 
   又は減少額(△)

△84 △157 11

 ６ 退職給付引当金の増加額 
   又は減少額(△)

△4 11 △25

 ７ 前払年金費用の増加額(△) 
   又は減少額

△54 △14 △75

 ８ 役員退職慰労引当金の 
   増加額又は減少額(△)

△27 △7 △14

 ９ 受取利息及び受取配当金 △71 △140 △177

 10 有形固定資産売却益 ─ ─ △49

 11 有形固定資産売却損 ― 4 ―

 12 有形固定資産処分損 24 1 26

 13 その他の損益調整額 △0 3 2

 14 売上債権の増加額(△) 
   又は減少額

1,368 1,603 1,582

 15 たな卸資産の増加額(△) 
   又は減少額

△416 19 △488

 16 その他の資産の純増加額 
   (△)又は純減少額

△0 △31 6

 17 仕入債務の増加額 
   又は減少額(△)

△1,987 △1,024 △1,836

 18 未払消費税等の増加額 
   又は減少額(△)

△26 △0 △18

 19 その他の負債の純増加額 
   又は純減少額(△)

△181 △59 △8

 20 役員賞与支払額 △55 △23 △77

    小計 1,415 3,303 5,032

 21 利息及び配当金の受取額 67 134 173

 22 法人税等の支払額 △1,238 △1,312 △2,455

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

244 2,125 2,750



 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による 
   支出

△314 △314 △847

 ２ 定期預金の解約による 
   収入

4 4 4

 ３ 有形固定資産の取得による 
   支出

△661 △453 △984

 ４ 有形固定資産の売却による 
   収入

― 18 106

 ５ 投資有価証券の取得による 
   支出

△287 △523 △612

 ６ 投資有価証券の償還及び 
   売却による収入

14 317 342

 ７ 貸付けによる支出 △0 △1 △3

 ８ 貸付金の回収による収入 3 3 5

 ９ その他の投資活動による 
   支出

△14 △150 △341

 10 その他の投資活動の 
   回収による収入

0 0 0

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,256 △1,099 △2,331

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による支出 △0 △111 △0

 ２ 配当金の支払額 △716 △795 △716

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△716 △907 △717

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

0 △3 △0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  又は減少額(△)

△1,728 115 △298

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

15,450 15,152 15,450

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 13,722 15,267 15,152



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 

    償却原価法 

    (定額法)

(1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

同左

(1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

同左

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

    移動平均法による

原価法

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ③ その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末日

の市場価格等に基

づく時価法

    (評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

 ③ その他有価証券

   時価のあるもの

同左

 ③ その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  商品………移動平均法

による原価

法、一部商

品について

は個別法に

よる原価法

(2) たな卸資産

  商品………同左

(2) たな卸資産

  商品………同左

  貯蔵品……最終仕入原

価法

  貯蔵品……同左   貯蔵品……同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)

については、定額法に

よっております。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)

については、定額法に

よっております。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

  （会計方針の変更）

   法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日

以降に取得した有形固

定資産について、改正

後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更

しております。

   これによる損益に与

える影響は軽微であり

ます。

  （追加情報）

   法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日

以前に取得した資産に

ついては、改正前の法

人税法に基づく減価償

却の方法の適用により

取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価

償却費に含めて計上し

ております。

   これによる損益に与

える影響は軽微であり

ます。

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)

については、定額法に

よっております。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェ

アについては、社内に

おける利用可能期間

(５年)に基づく定額

法、それ以外の無形固

定資産については、定

額法によっており、耐

用年数については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法によっておりま

す。

  なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に備える

ため、支給見込額に基

づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

  数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)

による按分額をそれぞ

れ発生の翌期より費用

処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年

度末において発生して

いると認められる額を

計上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による按分額を

翌期より費用処理する

こととしております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末

要支給額を計上してお

ります。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が、借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜き方式を採用しており

ます。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は46,738百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は48,461百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

(役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が、22百万円減

少しております。

─── (役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」 (企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、44百万円減

少しております。

前中間会計期間 当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表） ───

 「長期性預金」は、前中間会計期間まで、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間において資産の総額の100分の５を超えたた

め区分掲記しました。

 なお、前中間会計期間の「長期性預金」の金額は、

2,500百万円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 中間会計期間末

日満期手形

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、満

期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末

日満期手形が、中間会計期

間末残高から除かれており

ます。

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、満

期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末

日満期手形が、中間会計期

間末残高から除かれており

ます。

当事業年度末日満期手形の

会計処理については、満期

日に決済が行われたものと

して処理しております。な

お、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、

次の当事業年度末日満期手

形が、当事業年度末残高か

ら除かれております。

 

受取手形 1,055百万円

支払手形 113百万円
 

受取手形 952百万円

支払手形 108百万円
 

受取手形 1,155百万円

支払手形 114百万円

※２ 有形固定資産の

減価償却累計額

2,938百万円 3,085百万円 2,990百万円

※３ 担保資産 営業取引(商品仕入代金等

1,925百万円)の担保に供し

ている資産

建物 10百万円

土地 49百万円

投資有価証券 766百万円

計 827百万円

 

営業取引(商品仕入代金等

1,847百万円)の担保に供し

ている資産

投資有価証券 835百万円

営業取引(商品仕入代金等

1,886百万円)の担保に供し

ている資産

建物 10百万円

土地 49百万円

投資有価証券 770百万円

計 830百万円

 ４ 受取手形裏書譲

渡高

9,882百万円 9,676百万円 9,578百万円

   (うち、中間会

計期間末日(事

業年度末日)満

期手形)

(1,019百万円) (1,092百万円) (1,105百万円)

※５ 消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表

示しております。

同左 ―――



(中間損益計算書関係) 
  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主

要項目

    受取利息 19百万円 47百万円 53百万円

    有価証券利息 7百万円 17百万円 21百万円

    仕入割引 197百万円 199百万円 400百万円

※２ 営業外費用の主

要項目

    売上割引 113百万円 123百万円 235百万円

※３ 特別利益の主要

項目

    固定資産売却

益

─百万円 ─百万円 49百万円

    投資有価証券

売却益

─百万円 4百万円 111百万円

    貸倒引当金戻

入益

79百万円 6百万円 96百万円

※４ 特別損失の主要

項目

    固定資産除却

損

 

建物 34百万円

構築物 0百万円

器具備品 0百万円

計 36百万円
 

建物 3百万円

構築物 0百万円

器具備品 0百万円

計 4百万円

建物 40百万円

構築物 2百万円

車両運搬具 0百万円

器具備品 1百万円

ソフトウェア 1百万円

計 46百万円

 ５ 減価償却実施額

    有形固定資産 124百万円 122百万円 262百万円

    無形固定資産 44百万円 43百万円 87百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生が当中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生が当中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

前事業年度末株式数 当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末
(株) 株式数(株) 株式数(株) 株式数(株)

発行済株式

  普通株式 15,943,000 ― ― 15,943,000

合計 15,943,000 ― ― 15,943,000

自己株式

  普通株式 (注) 2,636 36 ― 2,672

合計 2,636 36 ― 2,672

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加36株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月21日 
定時株主総会

普通株式 717 45.00 平成18年３月31日 平成18年６月22日

前事業年度末株式数 当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末
(株) 株式数(株) 株式数(株) 株式数(株)

発行済株式

  普通株式 15,943,000 ─ ─ 15,943,000

合計 15,943,000 ─ ─ 15,943,000

自己株式

  普通株式 (注) 2,752 40,580 ─ 43,332

合計 2,752 40,580 ─ 43,332

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加40,580株は、取締役決議による自己株式の取得による増加40,500株、単

元未満株式の買取りによる増加80株であります。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月21日 
定時株主総会

普通株式 797 50.00 平成19年３月31日 平成19年６月22日



次へ 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    次のとおり決議を予定しております。 

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

前事業年度末株式数 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末株式数
(株) 株式数(株) 株式数(株) (株)

発行済株式

  普通株式 15,943,000 ― ― 15,943,000

合計 15,943,000 ― ― 15,943,000

自己株式

  普通株式 (注) 2,636 116 ― 2,752

合計 2,636 116 ― 2,752

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加116株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月21日 
定時株主総会

普通株式 717 45.00 平成18年３月31日 平成18年６月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 797 50.00 平成19年３月31日 平成19年６月22日

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成18年９月30日)

現金及び 
預金勘定

13,865百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△142百万円

現金及び 
現金同等物

13,722百万円

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成19年９月30日)

現金及び 
預金勘定

15,454百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△186百万円

現金及び 
現金同等物

15,267百万円

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び
預金勘定

15,328百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△176百万円

現金及び
現金同等物

15,152百万円



(リース取引関係) 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額
器具 
備品

ソフト 
ウェア

計

百万円 百万円 百万円

取得価額 
相当額

276 15 291

減価償却 
累計額 
相当額

224 12 237

減損損失
累計額 
相当額

― ― ―

中間会計 
期間末残 
高相当額

51 2 54

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額
器具 
備品

ソフト
ウェア

計

百万円 百万円 百万円

取得価額 
相当額

108 9 118

減価償却 
累計額 
相当額

70 9 80

減損損失
累計額 
相当額

─ ─ ─

中間会計 
期間末残 
高相当額

37 0 37
 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残

高相当額
器具 
備品

ソフト 
ウェア

計

百万円 百万円 百万円

取得価額 
相当額

112 11 123

減価償却 
累計額 
相当額

66 9 76

減損損失 
累計額 
相当額

― ― ―

期末残高 
相当額

45 1 47

  なお、取得価額相当額

は、固定資産の中間会

計期間末残高等に占め

る未経過リース料中間

会計期間末残高の割合

が低いため、支払利子

込み法により算定して

おります。

同左   なお、取得価額相当額

は、固定資産の期末残

高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合

が低いため、支払利子

込み法により算定して

おります。

 

② 未経過リース料中間会

計期間末残高相当額及

びリース資産減損勘定

中間会計期間末残高

未経過リース料中間会

計期間末残高相当額

１年以内 24百万円

１年超 29百万円

計 54百万円

リース資産減損勘定中

間会計期間末残高

―百万円

 

② 未経過リース料中間会

計期間末残高相当額及

びリース資産減損勘定

中間会計期間末残高

未経過リース料中間会

計期間末残高相当額

１年以内 19百万円

１年超 18百万円

計 37百万円

リース資産減損勘定中

間会計期間末残高

─百万円

 

② 未経過リース料期末残

高相当額及びリース資

産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残

高相当額

１年以内 21百万円

１年超 25百万円

計 47百万円

リース資産減損勘定期

末残高

―百万円

  なお、未経過リース料

中間会計期間末残高相

当額は、固定資産の中

間会計期間末残高等に

占める未経過リース料

中間会計期間末残高の

割合が低いため、支払

利子込み法により算定

しております。

同左   なお、未経過リース料

期末残高相当額は、固

定資産の期末残高等に

占める未経過リース料

期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。



次へ 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③ 支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額

及び減損損失

  支払リース料

22百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

―百万円

  減価償却費相当額

22百万円

  減損損失

―百万円

③ 支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額

及び減損損失

  支払リース料

12百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

─百万円

  減価償却費相当額

12百万円

  減損損失

─百万円

③ 支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料

35百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

―百万円

減価償却費相当額

35百万円

減損損失

―百万円

④ 減価償却費相当額の算

定方法

リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零と
する定額法によってお
ります。

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく

下落」したと判断し、全て減損処理を行うこととしております。なお、当中間会計期間において、減損処理を

行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 99 98 △0

② 社債 800 784 △15

計 899 882 △16

区分
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,915 4,941 3,025

② その他 694 827 132

計 2,610 5,768 3,158

内容
中間貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 85

(2) その他有価証券

非上場株式 149



当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく

下落」したと判断し、全て減損処理を行うこととしております。なお、当中間会計期間において、減損処理を

行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 99 99 △0

② 社債 900 873 △26

計 999 972 △27

区分
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,998 4,094 2,096

② その他 830 897 67

計 2,828 4,991 2,163

内容
中間貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 85

(2) その他有価証券

非上場株式 149



前へ   次へ 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、「著しく下落」した

と判断し、全て減損処理を行うこととしております。なお、当事業年度において、減損処理を行っておりませ

ん。 

  

２ 時価評価されていない有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 99 98 △0

② 社債 800 798 △1

計 899 896 △2

区分
取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 1,915 4,830 2,915

② その他 743 816 73

計 2,658 5,647 2,988

内容
貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 85

(2) その他有価証券

  非上場株式 208



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

ヘッジ会計を適用しておりますので
記載を省略しております。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



前へ 

(企業結合等関係) 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 
  

３ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 2,932円11銭 3,069円61銭 3,040円21銭

１株当たり中間(当期) 
純利益

105円05銭 109円37銭 220円49銭

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の 
部の合計額(百万円)

46,738 48,805 48,461

普通株式に係る純資産額
(百万円)

46,738 48,805 48,461

差額の主な内訳 
(百万円)

─ ─ ―

普通株式の 
発行済株式数(千株)

15,943 15,943 15,943

普通株式の 
自己株式数(千株)

2 43 2

１株当たり純資産額の 
算定に用いられた 
普通株式の数(千株)

15,940 15,899 15,940

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

1,674 1,742 3,514

普通株主に帰属しない金
額(百万円)

― ─ ―

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円)

1,674 1,742 3,514

普通株式の期中平均株式
数(千株)

15,940 15,933 15,940



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第56期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月22日関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づくもの 

 平成19年４月６日関東財務局長に提出 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成19年８月24日 至 平成19年８月31日）平成19年９月６日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年９月１日 至 平成19年９月30日）平成19年10月５日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年10月１日 至 平成19年10月31日）平成19年11月７日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成19年11月１日 至 平成19年11月30日）平成19年12月６日関東財務局長に提出 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月８日

株式会社 日 伝 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社日伝の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第56期事業年度の中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日伝の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  万 里 夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  幹  男  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月７日

株式会社 日 伝 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社日伝の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第57期事業年度の中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日伝の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  万 里 夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  幹  男  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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